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有効なお金の使い方を考える
　今、確かに「地方創生」の『うねり』
は高いと言えるのではないでしょう
か。
　国から地方へ、結構な額の「お金」
が投入されていますが、こうした“ア
ベノミクス”の真価は2年後、3年後に
問われてくることになると思います。
　しかし、行政職員の現状はどうで
しょうか。
　平成の大合併以降、行政職員の数
は削減されました。残業も規制され
ています。そうした中で「成果」を求
められているため、多忙を極めてい
ると言ってよいでしょう。
　「何をする？　何をしたいか？」と
いうことをじっくりと考える時間が
ないのが現状ではないでしょうか。
　注意すべきは「お金」に頼り過ぎる
ことがないようにすることです。「お
金」をたくさん獲ってきても成功し
ていない地方はたくさんあります。
　「お金」を獲るために、「とりあえず
の施策」を打ち出す場合が多いので
はないでしょうか。
　地域の発展にはどんな事業が必要
で、その実現には何年、いくらかか
るかをしっかり詰めてから、必要最
小限かつ有効なお金の使い方をすべ
きでしょう。
　そのためには、職員の「情熱」が最
も重要で、住民としっかり対話して
計画を策定することが必要となって
きます。
　しかし、情熱があっても人が不足
しているため、それを埋めるための
お金が必要という悪循環になってい
るケースも多いかと思います。

全体のスキルを上げていく必要
　今は「ヤル気」さえあればできる時
代と言われています。だから「スーパ

ー公務員」が登場するわけですが、そ
の負荷は大変なもので、持続的では
ありません。
　むしろ、一人のスーパーマンより
100人が少しずつスキルを上げる方
が効果的だと思います。誰もが「行
政評価」や「政策形成」のスキルを身
に着けていけるようにすることが大
事であり、その仕組みを積み上げて
いくことが、必要なのです。
　一般的に、行政職員の多くはゼネ
ラリストです。専門に特化した能力
ではなく、全体的にスキルを上げる
努力をすべきで、誰がやっても、高
いレベルでの「意思決定」ができる仕
組みが必要だと思います。
　現在、コンサルタントが多く市町
村に入っていますが、彼らはあくま
で「傭兵」です。契約が終われば去っ
ていきます。ですから自治体職員の
スキルを上げていくことは必須だと
思います。

自治体職員に要求される
能力とは
　地方創生施策が全国的に展開され
る中で、地方自治体の政策形成は、
施策を策定・実施して終わり、とい
うものから、地域の実態や住民のニ
ーズを踏まえて本当に成果がある施
策を吟味選定して展開するという手
法に変わってきています。
　民間の成果とは利潤ですが、行政
の成果は、最終的には住民福祉の向

上にあります。
　具体的に言えば、自治体職員にと
って成果とは、「愛する地域」になっ
ているか、行政サービスに対する「住
民の満足度」があるかだと思います。
　3年後（実施計画）、5年後（基本計
画）、10年後（基本構想）の地域の「あ
り方」をイメージできるか、「数字」や
「住民の顔」がイメージできるかとい
うことです。
　今回、私が担当する研修では、ま
ずコンサルタントに頼ることなく、
自治体独自での施策形成の必要性を
学んでいただきます。
　次に行政課題の発見手法を実践的
に学んでいきます。効果的な施策を
策定するためには課題を正しく把握
することが必要となることから、経
済性・有効性・効率性などの事業評価
や「オープンデータ」の各種数値の使
い方、ワークショップなどにおける
「住民参加」「ファシリテーション」な
どの多様な手法などをご紹介しま
す。
　また、受講者の皆様に各地域の施
策を持ち寄っていただき、グループ
討議などを交えながら、ご紹介した
手法を用いた施策・事業策定プロセ
スを実践していただきます。
　今回の研修を通じて、今後求めら
れるであろう施策の見直しにおい
て、より効果的な計画を策定するた
めの手法を体感的に学んでいただき
たいと思っています。（談）

各方面で活躍する「まちづくりのKEY PERSON」に地域活性化の視点をお聞きしてい
ます。今回は、様々なコンサルティング／シンクタンクでリサーチャー及びコンサルタ
ントとして、地域活性化、行政評価、総合計画などの策定支援の業務に従事している細川
さんに、お聞きしました。細川さんには、平成29年5月開催予定の当センターの研修「成
果が見える政策づくり（仮）」の講師をお願いしています。
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